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４．議事概要　
４－１．第１回金流商流情報連携タスクフォース議事録の確認　

・第１回金流商流情報連携タスクフォース議事録（金流2013-2-02）の内容を確認した。
４－２．POファイナンス実証に向けて　
・「ファイナンスサービスの検証およびグローバルサプライチェーンファイナンス」に関し資料（金流2013-2-03）により､リーダーが概要説明を行った。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。　
・「2013年度活動計画（第１回当TF会議資料04）－ １. ファイナンスサービスの検証」のうち「（２）ファイナンスサービスの検討」に関し、資料03のスライド２～ 24の「Ａ．既存サービスを活用した融資サービス(案)」について、下記の事項別説明を行った。
POファイナンス､　 ｢電子記録債権｣とは(全銀電子債権Ntwk)､　納入企業(債権者)のメリット(同)､ 　支払企業(債務者)のメリット(同)､　｢でんさい｣の発生（債務者請求方式)(同)、　｢でんさい｣の発生(債務者請求方式)(同を基に作図)、　｢でんさい｣の譲渡(同)、　 ｢でんさい｣の分割譲渡(同)、　｢でんさい｣割引(商工中金PrsRls)､　　｢でんさい｣貸付(同)､　一括決済方式(金融庁･法務省)､  ｢でんさい｣を使った一括決済､　 ｢でんさい｣のインタフェース､    (参考) ISO 20022メッセージ､ 　 電子記録債権に関わる関連法規(公正取引委員会)､　 電子記録債権が下請代金の支払手段として用いられる場合の指導方針(同)､　中小企業信用保険法改正の方向性(経済産業省)､ 　　(参考）スキームイメージ(同)､ 　 信用保証付｢でんさい｣貸付､　 信用保証付｢でんさい｣割引　　　　　　
・同説明に関し、下記の質疑応答があった。：　　
（問）スライド16～18のISO 20022メッセージは、これらを使用できるということか。　　　　　　　　　
（答）これらの電子記録債権に関連するISO 20022対応のメッセージ群は、もし今後金融関係のメッセージを作成する際には、ゼロから作らずともこれをベースに出来るのではないかと思い提示したに過ぎない。今後｢でんさい｣ネットの高度化を図る際にこれらのメッセージの活用を想定できるのではないかとの観点から調べたものである。　
当TF第１回会議議事録「４－２. 2012年度の取組結果」２ページの質疑応答のように、電子記録債権との連携の検討に重きを置けなかったのはなぜか？との指摘を受け、昨年度段階では、電債ネットのサービス開始が本年２月となったこともあり、ニーズや課題等の十分な深堀りができなかったのだが、電子記録債権の活用･高度化の検討は行って来ている。 そこで本日の資料にて、冒頭サプライチェーンファイナンス、POファイナンスと電子記録債権との将来に向けた連携可能性について検討した内容の一部をあくまで参考情報としてこれらISO 20022対応メッセージを紹介した。
（問）スライド24に信用保証が示されているが、債権・債務が確定しないと発生記録が出せないのであろうか。発注したというPOをベースに、発注者が将来債権として発生記録に載せることが出来るであろうか。　 
（答）現時点での｢でんさい｣ネットは、発生記録に載せると、支払を伴う仕組みのため、金額が確定していることが前提であり、期日が到来すると決済が自動的に行われる。従って、債権・債務が確定しておらず金額が不確定なものを発生記録に乗せることは難しいと思われる。今後のスキームの追加・見直し等により、債権・債務が確定する前の段階の電子記録債権の登録（発生記録）は否定されるものではない。
（問）条件付の、支払期日・金額の確定というもの、「納入が無かったら無効」というようなものは無いのか。　　　

（答）現時点でそのようなスキームは無いと思う。発生記録や削除などは債権者・債務者の合意が必要であり、支払も伴うため、仮の内容で一旦発生記録を行うことは難しいのではないか。手形で払っていたものを電子化したというスタートであり、債権・債務が確定した後の支払の手段として位置付けられている。
（問）現実的な発生記録を、発注時点で発生させることが出来ないということになるが。
（答）(一般社)全銀協の｢でんさい｣ネットは、現在の手形の代替スキームと考えると、
POの段階における、即ち、納品、検収してみないと債権・債務が確定せず、見直しにより金額が動く可能性もある状況での電子記録債権の発生記録は、やはり現時点では難しいと考えられる。
（問）前渡金的な考え方をすれば、出来ないことはないのではないか。
（答）そのような合意のもとで発生させて、期日到来時にその金額が支払われるということであるならば、もしや可能かもしれないが何とも言えない。
（問）長期的なプロジェクトだと、前渡金支払があり、分割払いがあり、最後に精算と言うこともあるが。　
（答）確かに前渡金を手形で支払うということも（一般的ではないが）考えられないことも無いので、いつまでに部分払いをするとの契約で金額も確定しているとすると、その分の支払については、電子記録債権で払う（渡す）ということもあるのかも知れない。　　　　
（問）譲渡ではなく、融資を受ける企業自身が発生させる場合（商工中金のでんさい貸付）に、融資申込の証拠のような、金融機関が審査対象とするものは決まっているか。　
（答）（融資を受ける）企業を審査する。
（問）トランザクションではなく、財務諸表を見るというようなことか。
（答）融資を受ける企業の手形の割引と同じ審査だと想定されるが、その審査の詳細は不詳である。　　　
（問）ということは、電子記録債権とPOファイナンスを直接繋げるロジックが無いということになる。
（答）受発注時点（債権・債務の確定前）で電子記録債権を登録することは、現況では難しいということである。　 
POファイナンス実証実験の方向を今年度探ると前年度見込んだが、電子記録債権の連携においては、現況においてPOが発生しただけで｢でんさい｣ネットに登録して行くことは難しいと考えられる。
債権・債務の確定した時点で、その支払いを両者が合意しながら電子記録債権として発生記録することが可能になるという考え方である。確定した債権を譲渡担保として融資するABL(Asset Based Lending)の形であれば可能だと思われる。
（問）前年度検討したサプライチェーンファイナンスのモデルと｢でんさい｣ネットのモデルとは、うまく繋ぐことは出来ないだろうか。
（答）前年度、受発注時点の融資のニーズが高いとの意見から、サプライチェーンファイナンス（受発注時点融資）を取り上げて来ている。登録されている電子記録債権の内容を分析して受発注時点における融資に活用することを引き続き考えて行きたいと思っている。一方で、上流の受発注時点（債権・債務確定前）における電子記録債権の発生記録については、出来る状況が整って来たら、今後、それも検討する可能性は出て来ると考えている。
・上述の質疑応答に加え、下記の質疑応答および意見交換があった。：
（問）無担保で銀行が貸付けるということが決まれば、銀行を債権者として金額も確定しているため、それを電子記録債権に繋げることは出来ないか。それを行って、製品を収めた時に支払うと企業は約束するということで、繋げて行くということは難しいのだろうか。　
（答）融資が決まった後は、確かに債権・債務が発生し、期日（返済日）や金額も確定しているので、もしや電子記録債権の発生記録が可能かもしれない。

ただ、これまで検討した経緯とテーマを振り返ると、ITコーディネータ協会からの、「PO時点で、まだ発注書が手許にあるだけで先立つものが無いという場合の融資ニーズに対応する方法はないか」という要望に応え、銀行からどう融資を受けられるか、サプライチェーンの中に組込まれている中小企業が、毎月の取引実績を銀行へ見せることにより信用を高め、融資を取付ける方法を求めるというチャレンジに取組んで来ている。電子記録債権の記録内容かを問わず、取引実績（EDI相当を含む支払情報）を分析して、PO時点での融資に活用することは、今後も引き続き考えて行きたいと思う。しかし、POそのものしかない状況で｢でんさい｣ネットに発生記録を乗せられるかについては、やはり現時点では難しいだろうと考えている。　
（問）金融機関が自身のリスクで融資をするという決断をした時に、そのリスク軽減をするのに｢でんさい｣ネットを使うという手順はあるのだろうか。　
（問）第１段は､金融機関融資による債権・債務で、第２段が､金融機関回収の時の受注者・発注者間で発生する債権・債務である。この２段構えの操作を通じて、金融機関にとり融資のリスクは軽減する可能性はあり得るだろうと考えるが。
（答）残念ながらそこはあまり変らない。（仮に、第１段の「でんさい」発生記録が可能であっても、）融資が決まった後の債権・債務である。その手続が若干は軽くなるかということはあるかもしれないが、返済が出来るか否かは｢でんさい｣を使っても関係が無い訳で、（第２段での債権・債務の確定が不明である以上、）融資するかしないかに関しての効果は無い。
（問）その後の資金を回収する動きにつき、発注者が払って受注者に入り受注者から
返すという話ではなくて、直接に金融機関へ支払うとなると、金融機関のリスクは下がるのではないか。　
（答）先行で貸付ける段階では、受注企業の信用度と発注企業の信用度を見た場合に、発注企業の信用度が高ければ、金融機関のリスクは、受注企業に対して貸付けるより（発注企業へ貸しつけて受注企業に先払いされるほうが）下がるであろう。
ただし、昨年度のヒアリングで、発注者側が責任、リスクを持つというモデルは、
成立が容易ではないことが判っている。
（問）（意見）「発注者側が一切のリスクを負ってくれ」と言っているのではなく、受け
た注文についての発注者の支払に関し、その支払先を受注者でなく金融機関にすることを認めてもらえるかという点であり、リスクは無いはず。
（答）それであれば、発注者はいずれ支払わねばならないのであり、その債務が銀行側に支払われるというだけのことである。　
・「2013年度活動計画（第１回当TF会議資料04）－ １. ファイナンスサービスの検証」のうち「（２）ファイナンスサービスの検討」に関し、資料03のスライド25～ 35の「Ｂ．融資判断に有益な情報提供サービス」について、リーダーが下記の事項別説明を行った。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。　
融資に求められる資料､　　（参考）国内企業､海外企業のCCC比較､　　    　(参考)国内企業における業種別CCCの比較、　 見込生産、　  受注生産､　　     在庫期間の短い小売り(現金)販売､　  CCCの計算方法、  　CCC短縮、  　｢でんさい｣のチェーン、   在庫期間の短い小売り(現金)販売では､　
・スライド32「CCCの計算方法」のCCCに関し、EDIの分析をすればCCCも算出されるというレベルまでチャレンジするのは厳しい。モデル的には大企業がCCCを重要視しているということにとどめたい。また、大企業が重要視するCCCを良い値にするために、自社の支払は可能な限り遅くし、支払を受けるものは早く払わせ、物品が自社の倉庫に届いても物を作り出すまでは未開封とし自社の在庫では無いという考え方を大企業が更に進めると、その分中小企業にそのしわ寄せが来る懸念がある。
・中小企業側が発注者のお蔭でサプライチェーンファイナンスを受けることになれば、発注企業にとっても安定供給に繋がるし、安く納品されることもあるかもしれない。また、早く回転できるようになれば、CCCが回り回って良くなるという間接的寄与もあり得よう。　
· スライド26に関しては、企業側がEDIの分析のためにどのような情報をどこまで銀行に出せるか、また、銀行が融資活用のためにどのような情報を必要とするかは今後ヒアリングしてみないと判らない。
· ＥＤＩの分析だけで同スライド列記の資料（簡易な財務諸表やＣＦ計算書、資金繰り表や資金移動表など）を出せれば融資判断としては理想的であろうが、ＥＤＩ以外の情報も得られない限りこれら全てを出すのは厳しいのではないかと思う。
・「2013年度活動計画（第１回当TF会議資料04）－ １. ファイナンスサービスの検証」のうち「（３）ファイナンスサービスの実証実験」に関し、資料03のスライド36～41について、リーダーが下記の事項別説明を行った。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。　
決済情報の連携､ 　決済情報を分析して融資に有益な情報へ､　 実証実験体制(プロジェクト1－流通システム開発センターと連携､ プロジェクト２－業界横断EDIプロジェクトと連携)、　電子記録債権情報を追加- 1 -、　電子記録債権情報を追加- 2 -
・実証実験については、スライド44の活動スケジュール(案)のように､今年度の実施を前提とし、残り半年間で準備から報告まで行うことを想定して作成してみた。前年度の調査により一定のニーズがあることが判ったが、金融機関に聞かなければ判らないということがあるので、銀行を交えた具体的な検討に歩を進めたい。イメージとしては、実証実験の環境作りと分析等の準備に３ヵ月（11月～１月）、２月に実証を実施し３月の当TF会議に報告を行うという案でまずは考えてみた。
・前年度からの仮説をベースにチャレンジしたい内容を整理し、それを基に金融機関に声掛けを行い、下半期にこのようなファイナンスの可能性や銀行の融資判断への有効性などについて調査する予定。　
・スライド37、38は前年度からのもので、EDIを拡張することで、企業の消込の合理化に活用できるかが37、その過程で蓄積した情報を分析した結果で融資に活用しようという仕組みが38である。37を実現しないと38の分析が出来ないという関係にある。EDIを蓄積する実証実験の準備はまだ整っておらずこれからである。
・ファイナンスには関係無いが､元々EDIにおける実証の実施を(一般財)流通システム開発センター（DSRI）で検討されている。また、小島プレス工業㈱でも同様に実証の検討を行っており、それぞれのEDI実証に相乗りさせてもらうことを考えている。両プロジェクトと連携させてもらい、そこに参画する金融機関へ本件のファイナンスの構想も伝えて、スライド38のようなデータ分析、EDI分析による融資活用の可能性を一緒に検討してみたい。
・同説明に関し、下記の質疑応答があった。：　

（問）DSRIや小島プレスの実証に金融分野で関わって来るのは､どういう銀行か。　
（答）ファイナンスも含めた実証の参画として声掛けはしていない。DSRIの実証の範囲内で参画されている金融機関になろうか。
（答）DSRIのケースでは参加する小売企業の取引先銀行が中心になろう。実証に参加してもらえそうな企業が既に２社ほど見えており、そのメインバンクは少なくとも参加してもらえるのではないかと思われる。
（問）ISO20022を採用するのであれば、金融機関や全銀協等がＯＫを出すのかということと、それを実現する業界ネットワークが無いと出来ないであろう。
（答）現状、銀行では全銀協手順の固定長フォーマットで受け付けている。一方、グローバル展開という展望が企業側にあるので､今後、グローバルを意識した新しいファームバンキングでの支払を検討するのであれば、折角なのでISO20022を採用して行くことを考えるだろう。
（問）（意見）全銀システムが既にISO20022に対応しているので、企業と金融機関との間のISO20022の可能性はあろう。
（答）今回の実証の前提は、金融機関に支払指示を投げ、支払金額の内訳の部分がEDIに設定され振込まれるというものである。企業から送信されるインタフェースはISO20022の国際規格「総合振込(Pain.001)」である。EDIには140桁のエリアが指定されているので現在の20桁より余裕があり、そこに支払内訳の情報を入れる。
現在は、140桁のEDIを金融機関では受けられない。そこで140桁のEDIを切り取り、それ以外の分だけを固定長に変換して、銀行に送信する必要がある。
（問）金流の部分は、全銀と金融機関の間で固定長でということか。
（答）現状はそのように聞いている。本当は銀行間もISO20022対応で行うことが考えられるが、今年度の実証実験となると、それは厳しい。今回分析して融資に活用したいのは､このEDIの中身なので、銀行側とうまく分担し合う仕組みを考えている。
実証実験に参加する企業の取引金融機関のうち、当実証の構想案に理解を得られる金融機関と検討を進め、了解を得て実証実験に協力願う。
・スライド37･38の図により、実証実験の構成概要に関し､金流､商流､プラットフォームそれぞれのデータのやり取り・流れ等に関する要点について、確認の質疑応答が行われた。状況に関する情報提供および意見交換も行われた。　
・第１段（EDI蓄積）がスライド37で、それに加え、スライド38（第２段）のように、EDIの中身を企業等の了解を得て分析させてもらえれば、その内容を金融機関に向けて融資に活用できないか打診する方向で進める予定である。　
・流通業界としては、このような仕組みは、国内において1箇所でやってもらわないと困る。
・小島プレス工業㈱側では、プラットフォーム（銀行もどき）を作っている。
・実証実験に関して今回は口頭説明のみだが、調査検討の作業グループの開催を行うので、参加願う旨、リーダーが各位に要請した。
４－３．国際サプライチェーンファイナンスのニーズ　　
・「2013年度活動計画(第１回当TF会議資料04)－ ２. グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査」に関し、資料03のスライド42によりリーダーが説明を行った。

・スライド43の参考資料(１)（金流 2013-2-参考（１））｢本邦金融機関､国際協力銀行及び日本貿易振興機構等の連携による中堅・中小企業のアジア地域への進出支援体制の整備･強化について｣および、参考資料（２）（金流 2013-2-参考（２））“Expanding Trade through Supply Chain Finance – Asia Pacific Trade Facilitation Forum: Background Paper for Session 2 (Trade Finance)”を、リーダーが紹介した。　　

・同スライドの参考資料“The ICC Guide to the Uniform Rules for Bank Payment Obligations”(2013年刊)の口頭紹介をリーダーが行った。　　

・種々の観点の課題に関し既存の資料を分析することを考え、以上の参考資料３点等を分析､整理し､グローバルな観点でこれからのサービスを探る。分科会を開催し、国連CEFACT等の国際面も見ながら進める予定である。分科会への参加を呼掛けたい。　

・スライド44の活動スケジュール(案)の概略をリーダーが説明した。

・上述の参考資料（２）に関し、補足説明を事務局が行った。：　　
Asia Pacific Trade Facilitation Forumは､国連ESCAPとアジア開発銀行ADBが協同

で毎年、貿易手続の円滑化を図る目的で開催している。今回初めてトレードファイナ
ンスというテーマのセッションがあり、その中心テーマが国際的サプライチェーン
ファイナンスであった。トピックスが２つあり、１つがBPO(Bank Payment Obligations)
で､BPOは今年ICCの承認を得て、国際的な銀行で使う共通ルールとして公式的なものになった。もう１つが｢中小企業が輸出入を行う時に、ファイナンスへのアクセスをどうするか、金を借りられない状況をどうするか。｣であった。輸出する場合、自国 － 輸送 － 相手国の３ヵ所で掛る費用をどこがファイナンスするか。これをサポートする仕組みが無い。インドはマイクロファイナンスが強く、中小企業に対する輸出入支援ファイナンスへのアクセスというテーマで議論がなされた。中小企業が輸出入を行う時、日本の場合は商社があり、有望な所は商社がファイナンスまで面倒を見てくれるが、インド等にはそういう仕組みが無く、この点がトピックになった。　
・金融機関の目線は、「サプライチェーンの信用の中で、皆でやって行くコミュニティ
において、スピード化と電子化による効率化と商流を押えたファイナンスにしていかなければいけない。」というものになっていると話があった。こうしたことで下半期からは、早々にグローバルなサプライチェーンファイナンスのニーズ調査に入らねばならないと思われ、上述の資料を用意した。
・物の輸出入に関し、船荷をベースにしたABL、ロジスティックスとかみ合わせた事例
が挙がっているので、今後そうした国際ABLを検討の俎上に上げたいと考えている。　

・分科会への参加協力を、リーダーが各位に要請した。
４－４．今後の予定  　
・資料03のスライド44「活動スケジュール(案)」の事項別スケジュールを勘案して、下記の会議日程を合意した。

第３回TF全体会議　　１２月１９日(木)  14:00～17:00 　 於．機械振興会館
　
配布資料 一覧：　
金流 2013-2-01　第2回金流商流情報連携TF議事次第

金流 2013-2-02　第1回金流商流情報連携TF議事録（案）
金流 2013-2-03　ファイナンスサービスの検証

およびグローバルサプライチェーンのニーズ調査

金流 2013-2-参考（１）中堅・中小企業のアジア地域等への進出支援体制
金流 2013-2-参考（２）Expanding Trade through Supply Chain Finance
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